
全国的な自治体の財政危機が、新聞の紙面を賑わ

せている。そのような記事の中で取り上げられてい

るのは、一般会計の収支についてのものが多い。し

かし、自治体の会計には一般会計と特別会計とがあ

る。特別会計は基本的に料金収入によって支出をま

かなう事業会計であり、一般会計は特別会計で処理

されるもの以外のすべての業務を経理する会計であ

る。近年では、一般会計の歳入・歳出規模と比べて

も、特別会計の規模は軽視できないものとなりつつ

ある。

ここで問題になるのが、一般会計と特別会計のそ

れぞれの収支状況をどのように住民に対して説明す

るか、ということである。例えば、自治体によって

は一般会計では黒字を計上していても、特別会計で

赤字を計上している場合がある（もちろん、その逆

もありうる）。特別会計の赤字を解消するためには、

使用料の値上げなどの住民負担や一般会計からの繰

出金の増加といった影響が生じてくる。このように

考えると、住民にとって、一般会計と特別会計との

収支を併せた情報や指標が必要となる。

今回、一般会計と特別会計との収支を併せた、連

結決算を用いて府内市町村の財政を分析するととも

に、他県との比較を通じてどのような特徴があるの

かを考察してみたい。

ここでは普通会計と特別会計のうち多くの市町村

で実施されている上水道事業・病院事業・下水道事

業・国民健康保険事業・老人保健医療事業・介護保

険事業の７事業を対象として、収入・支出それぞれ

を合算している。（合算にあたっては、７事業間の

繰入及び繰出の関係を明らかにするため、それらを

純計せず単純に合計している。）

ただし、地方公営企業法の財務規定を適用してい

る会計（上水道・病院・一部の下水道）については、

発生主義会計を採用しているが、他の会計と整合さ

せるため便宜的に資金収支に加工している。

（具体的な連結決算の作成方法については、自治大

阪２００５.７月号で「連結決算の作成とその効果」に

記載されているので、参照されたい。）

今回の連結決算の分析については、以下のような

条件で考察することにした。

・作成年度については経年変化を検証するため

に、平成５年度、平成１０年度及び平成１５年度地

方財政状況調査・地方公営企業決算状況調査を

用いた。

（注）介護保険事業については、平成１２年度に開

始されたので、平成１５年度のみ計上している。

・全国４７都道府県のうち大阪府、愛知県、神奈川

県の都市計（政令市を除く）の各年度末住民基

本台帳人口に基づく住民一人あたりの金額でそ

れぞれを比較検証した。

なお、都市計の住民一人あたりの指標で比較

した理由は、３府県ではそれぞれ都市と町村の

構成割合が大きく異なる（平成１５年度末で、大

阪府：３２市１１町村、愛知県：３１市５５町村、神

奈川県：１７市１８町村）ためである。
連結決算の作成方法

はじめに
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平成１５年度の市町村連結決算シート（住民一人当

たり額）の大阪府内の都市計（政令市を除く）は次

の通りである（表１）。主なポイントを挙げてみる。

（１）「使用料等」について

まず、収入における「使用料等」の割合は普通会

計ではわずか２.５％に過ぎないが、連結決算上では

１６.７％も占めている。収入全体の中では使用料の

占めるウェイトは意外に高い。

また、使用料等について、老人保健医療事業を除

く６事業の経年変化を表したものが（図１）である。

伸び率が高いのは下水道事業である。これは、普及

率の向上によって使用料収入が増加したことによ

る。

（２）「扶助費（給付関係）」及び「建設事業費」に

ついて

支出では、扶助費（給付関係）が大きなウェイト

（３５.６％）を占めている。

会計別にみると、上水道事業・病院事業・下水道

事業については建設事業費が、国民健康保険事業・

老人保健医療事業・介護保険事業については扶助費

府内市町村の連結決算分析及び
推移について
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（給付関係）がそれぞれの事業の支出に占める割合

が大きい。これは、それぞれの事業の性質によるも

のだが、各事業の中で扶助費（給付関係）及び建設

事業費がどのように推移してきたかをみてみる（図

２・３）。

扶助費（給付関係）は、介護保険事業の創設など

により１０年間で倍増している。一方、建設事業費は

逆に１０年間で半減している。

（３）「人件費」について

人件費について経年変化で表したものが（図４）

である。

これを見ると、普通会計と病院事業でほとんどを

占めていることがわかる。普通会計の人件費は１５

年度に大幅な減少に転じているが、これは府内市町

村が厳しい財政状況に対応するため、給与のカット

や定数の削減を進めてきたためである。

（４）「地方債残高等」について

地方債等残高について該当する会計の推移をみて

みる（図５）。合計では、平成５年度から平成１０年

度で大幅な増となり、平成１０年度から平成１５年度に

かけても増加している。これは、バブル崩壊後の経

済対策に積極的に対応してきたことや、減税補てん

債や臨時財政対策債などが創設されたことが要因と

考えられる。また、この間下水道事業に建設的な投

資が行われてきたことも大きな要因である。

（５）「実質収支」及び「単年度収支」について

実質収支についてみると、合計では黒字になって

いる。個々の事業では普通会計・下水道事業・国民

健康保険事業が赤字、上水道事業・病院事業等が黒

字である。

また、単年度収支は合計で赤字となっている。特

に、普通会計が大幅な赤字になっているが、下水道

や国民健康保険事業などへの赤字補てんを除くと黒

字となる。

次に、平成１５年度の府内市町村連結決算と愛知

県・神奈川県内の市町村連結決算とを比較、分析す

る（表１・表２・表３）。

府内市町村連結決算の他県比較について
（１）平成15年度分析編
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大阪府と愛知県・神奈川県の特徴について、府内

市町村の分析結果を踏まえて比較した。

（１）「使用料等」について

連結決算合計の「使用料等」をみると、神奈川県

は大阪府とほぼ同水準となっているが、愛知県は若

干大きくなっている。これは病院事業の使用料等が

愛知県でほぼ２倍になっていることによる。愛知県

では１９病院・７,６３１床と大阪府（１７病院・５,８３８

床）・神奈川県（９病院・３,５８７床）より市立病院

数が多いことが原因と考えられる。
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一方、下水道事業では、愛知県は大阪府・神奈川

県のほぼ１／２の金額になっている。これは、愛知

県の下水道普及率（４２％）が、大阪府（８０％）・

神奈川県（８４.６％）より低いことが原因と考えら

れる。

次に、下水道事業における収入合計に占める使用

料等の割合をみると、大阪府は２３.６％と神奈川県

（３１.５％）より低くなっている。大阪府と神奈川県

では下水道普及率がほとんど変わらないので、下水

道使用料の水準が大阪府（平均額：１,６４５円）の方

が神奈川県（平均額：１,７２３円）より低いことが原

因である（図６）。

また、国民健康保険事業においても収入合計に占

める使用料等の割合は大阪府が最も低くなってい

る。これは被保険者の所得階層の問題などもあるも

のの、徴収率が、愛知県（７４.３％）・神奈川県

（７３.４％）に対して、大阪府が特に低い（６７.２％）

ことが大きな原因と考えられる（図７）。

（２）「扶助費（給付関係）」及び「建設事業費」に

ついて

連結決算合計の扶助費（給付関係）は、大阪府が

愛知県・神奈川県に対し飛び抜けて高くなっている

（図８）。

会計別にみると、普通会計で大阪府が大きくなっ

ている。これは、生活保護費（扶助費分）を一人当

たりで見た場合、愛知県（５,６３２円）・神奈川県

（１１,８４０円）に対して、大阪府（２７,５６６円）が特に

高くなっていることによる。また、他の３会計にお

いても全て大阪府は愛知県・神奈川県を１０％以上上

回っている。

連結決算合計の建設事業費は、大阪府・神奈川県

に対して愛知県が大きくなっている（図９）。

特に普通会計において大阪府・神奈川県に対して

愛知県はほぼ２倍となっている。これは、愛知県で

は比較的好調な経済情勢のもと積極的な建設事業を

行っていることや、愛知万博・中部国際空港といっ

たビッグプロジェクトが重なったためと考えられ

る。
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（３）「人件費」について

連結決算合計の人件費は大阪府が最も高くなって

いる（図１０）。

会計別にみると、普通会計で大阪府が愛知県・神

奈川県よりも飛び抜けて大きくなっている。このこ

とが、大阪府の普通会計の収支を悪くしている大き

な要因であることがわかる。

（４）「地方債残高等」について

連結決算合計の地方債残高は、大阪府が最も大き

くなっている（図１１）。

これは、大阪府では建設事業費が他に比べて少な

いにもかかわらず、地方債は上回っていることから

も明らかなように過去に施設整備を積極的に実施し

てきたことや事業実施に当たって地方債を多く活用

してきたことなどが原因と考えられる。

また、会計別では下水道事業において大阪府が最

も多くなっている。これは、大阪府では水害が発生

しやすいという地理的要素もあり、雨水対策を含め

過去に相当の下水道事業を行ってきたことが原因と

考えられる。

（５）「単年度収支」及び「実質収支」について

連結決算合計の単年度収支をみると、大阪府のみ

が赤字になっている（図１２）。

会計別でみると普通会計は、大阪府のみ赤字であ

る。他の特別会計については普通会計からの赤字補

てん分の繰入金が仮にないとすると３府県ともほと

んどの会計が赤字になる（図１３）。

愛知県・神奈川県では普通会計の黒字によって結

果的に連結決算でも黒字になっているが、大阪府で

は普通会計の財政状況が厳しく特別会計への繰出金

の減へとつながって特別会計も赤字となっているこ

とがわかる。

実質収支では、連結決算合計で３府県とも黒字に

なっている。愛知県、神奈川県ではすべての会計が

黒字となっているが、大阪府では普通会計、下水道

事業、国民健康保険事業が赤字となっている。
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府内の都市の平成５・１０・１５年度連結決算合計の

経年比較を表したものが（表４）であり、神奈川

県・愛知県内の都市の経年比較を表したものが（表

５・表６）である。

（１）「地方税」及び「地方交付税等」について

地方税と地方交付税等の経年比較を表したものが

（図１４・図１５）である。

これをみると、地方税では全ての年度で大阪府が

最も低いのに対して、地方交付税等では逆に全ての

年度で大阪府が最も高くなっている。

（２）「使用料等」について

使用料等の経年比較を表したものが（図１６）で

ある。

これをみると３府県中で大阪府が最も低い水準で

推移している。なお１０年間の伸率をみると、大阪

府と神奈川県がほぼ同じとなっている。

（３）「人件費」について

人件費について経年比較を表したものが（図１７）

である。

これをみると、３府県ともに平成１０年度がピーク

になっているのがわかる。また、愛知県・神奈川県

府内市町村連結決算の他県比較について
（２）経年分析編
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では、平成５年度と平成１５年度を比較すると増加し

ているのに対して、大阪府では、金額としては３府

県で最も高いものの、平成５年度よりも平成１５年度

の方が減少しているのが特徴的である。

（４）「地方債残高」及び「基金残高」について

地方債残高及び基金残高の経年比較を表したもの

が（図１８・図１９）である。

地方債残高については、３府県ともに平成５年度

より平成１０年度の方が増加しているが、神奈川県で

は平成１０年度から平成１５年度の間に減少しているの

が特徴的である。このことから、大阪府・愛知県で

はこの間一定の起債発行を行っているのに対して、

神奈川県では起債の新規発行を抑えて後年度の財政

負担を軽減していることがうかがえる。

また、基金残高については、大阪府が大幅に減少

しているのに対して、愛知県では平成１０年度から平

成１５年度にかけて増加している。また、神奈川県で

は平成１５年度の基金残高は大阪府よりも少ないもの

の、平成１０年度から平成１５年度の減少は非常に小さ

くなっている。なお、基金残高については神奈川県

が３府県で最も少なくなっており、財政運営が厳し

い中で起債の活用よりも基金の取崩しによって対応

してきたものと考えられる。

以上の分析結果から、府内市町村の抱えるいくつ

かの問題点が見えてきた。その一つには、人件費が

高く普通会計の収支を悪化させているという問題点

もあるが、この点は各市町村のこれまでの財政健全

化努力もあり、改善の傾向が見られる。

ここでは、その他の問題点についての改善に向け

た取組みについて説明したい。

（１）使用料の適正化

連結決算でみると、収入の中で使用料の割合は高

く、大きな収入源となっている。しかし他県比較で

も明らかなように、府内の都市の使用料収入は低い

水準にあり、一方で下水道事業や国民健康保険事業

などに多額の赤字補てんを行うことで、普通会計の

収支が悪化している。

今後は、下水道料金の適正化や国民健康保険料の

徴収率向上など、使用料収入の確保に特に努める必

要がある。

もちろん、特別会計だけでなく普通会計において

も、受益者負担の適正化を図っていかなければなら

ないが、特別会計の料金収入の確保が非常に重要な

ポイントである。

（２）扶助費（給付関係）の増加への対応

連結決算をみると、扶助費（給付関係）は支出項

目の中で最も大きなウェイトを占めている。その中

で府内の都市では他県に比べても特に大きなウェイ

トを占めている。

扶助費（給付関係）は、全国一律の制度によるも

のも多く、また社会的・経済的要因によって左右さ

れる部分が大きいことから個々の市町村の努力によ

って削減することが困難なものが多い。しかし、生

連結決算からみた府内市町村の
今後の課題
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活保護者に対する積極的な自立支援や、市町村単独

で行っている給付事業の見直し、国制度への上乗せ、

所得制限など支給要件の見直しといったそれぞれの

市町村が自ら取り組むことのできることをしっかり

と行うことが必要だろう。

（３）起債発行額の抑制

今回の分析でも明らかなように府内市町村では現

状でも普通会計や下水道会計を中心に相当の地方債

残高を抱えている。

地方債残高の増加は、後年度における財政負担を

招くことから、安易に地方債を活用するのではなく

計画的な公債管理に努めることが求められる。

今回、連結決算を用いて愛知県・神奈川県との比

較・分析を行ってみた。結論として言えるのは、府

内市町村の財政状況が相当に悪いということであ

る。

平成１５年度の普通会計決算を都道府県単位で見る

と、赤字市町村数、実質収支、経常収支比率などの

指標で、府内市町村が全国最悪であった。しかし、

平成１６年度決算では、これらの数値で府内市町村よ

りも厳しいところがある。このことは府内市町村が

行ってきた健全化努力の効果が現われつつある結果

と評価できるだろう。

しかし、連結決算でみると、まだまだ喜ぶことは

できない。下水道事業の多額の赤字や国民健康保険

事業の低い徴収率など問題は山積みである。市町村

全体のさらなる健全化取組を進める必要がある。

このことは、個々の市町村に対しても言える。平

成１６年度決算で５つの市が黒字転換した。しかし、

そのことを手放しに喜んで、健全化への取組を緩め

ることのないように注意しなければならない。特に、

特別会計で赤字を有している市町村は次なる目標と

して市町村全体での健全化を図ることが必要であ

る。

もちろん、その他の市町村も連結決算ベースで市

町村全体の健全化を目標に取組を進めることが必要

である。すでに、府内各市町村の連結決算は、市町

村課のホームページで掲載している。それぞれの市

町村でこれらを有効に活用し、市町村全体での健全

化が進むことを期待している。

市町村全体での健全化推進を目標に
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